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1 .  こ れ か ら の 消 費 者 教 育
2 .  S N S 時 代 の 消 費 者 ト ラ ブ ル を な く す た め に で き る こ と
3 .  デ ジ タ ル 時 代 の 情 報 リ テ ラ シ ー 向 上 策 に つ い て
4 .  待 っ た な し ！ 今 や る べ き S D G s
5 .  明 日 の 地 球 を 救 う た め 、 消 費 者 に で き る こ と 　 グ リ ー ン 志 向 消 費
　 ～ ど の グ リ ー ン に す る ? ～ （ 令 和 7 年 度 消 費 者 月 間 統 一 テ ー マ ）
6 .  消 費 生 活 に 関 す る 自 由 課 題 （ テ ー マ 自 由 ）
　 　 ＊ １ ～ ６ よ り 、 ひ と つ を 選 択

大 藪  千 穂  氏    
増 田  悦 子  氏     
白 石  裕 美 子  氏    
藤 本  武 士  氏          
坂 田  祥 治       

日本消費者教育学会 会長
公益社団法人全国消費生活相談員協会 理事長
第一東京弁護士会 弁護士
消費者庁 政策立案総括審議官
公益社団法人消費者関連専門家会議 理事長

詳しくは、ACAPホームページをご覧ください。
https://www.acap.or.jp/activity/enlightenment/teigen/
teigen-entry/�

ACAP わたしの提⾔    

企業や団体の消費者関連部門の責任者・担当者で構成する組識として、1980年の設立以来、企業の消費者志向経営の推進、
消費者対応力の向上、消費者、行政、企業相互の信頼の構築に向けて、各種研修、調査、消費者啓発活動、交流活動等を行
っています。英文表記の the Association of Consumer Affairs Professionals の頭文字をとり、ACAP（エイキャップ）の名
前で親しまれています。

詳しくは、ACAPホームページをご覧ください。
右 の Q R コ ー ド か

第４1回
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主 催 ： 公 益 社 団 法 人 消 費 者 関 連 専 門 家 会 議 （ A C A P ）  後 援 ： 消 費 者 庁 　 文 部 科 学 省

A C A P 　 わ た し の 提 言 　 　 　 　 で 検 索 　 　

・ 1 8 歳 以 上 （ グ ル ー プ で の 応 募 も 可 ）
・ 本 文 2 , 0 0 0 字 か ら 約 8 , 0 0 0 字 。 横 書 き 、 パ ソ コ ン に よ る
　 原 稿 [ A 4 判 4 0 字 × 3 5 行 で 2 ～ 6 枚 ] を 歓 迎
・ 日 本 語 、 未 発 表 ・ オ リ ジ ナ ル 作 品 に 限 る （ A I の 利 用 不 可 ）

最 優 秀 賞 「 内 閣 府 特 命 担 当 大 臣 賞 」  
                       　   １ 名 （ 副 賞  1 0 万 円 ）
優 秀 賞 「 A C A P 理 事 長 賞 」
                      　    １ 名 （ 副 賞   ５ 万 円 ）
入 　 選             ４ 名 以 内 （ 副 賞   ３ 万 円 ）

＊ 2 0 2 6 年 1 月 に 発 表 ・ 表 彰 を 予 定 し て い ま す

　 送 付 先 ・ お 問 い 合 わ せ 先
〒160-0022 東京都新宿区新宿1-14-12 玉屋ビル５階 
 　 　 　 　 　 　 　 　  A C A P 事 務 局 「 わ た し の 提 言 」 係
　 　 　 　 　 　 　 　 　  　  　 　 　  電 話  0 3 - 3 3 5 3 - 4 9 9 9

　 応 募 方 法

・ 郵 送
   裏 面 の 応 募 票 に 必 要 事 項 を ご 記 入 の 上 、 応 募 票 、 応 募
　 論 文 の 順 に ま と め て 、 右 記 送 付 先 に お 送 り く だ さ い 。
・ W E B
　 A C A P ホ ー ム ペ ー ジ か ら 応 募 専 用 フ ォ ー ム に 入 り 、 必 要
　 事 項 を 入 力 の 上 、 応 募 論 文 （ P D F 形 式 の み 、 5 M B ま で ）
　 を ア ッ プ ロ ー ド し て く だ さ い 。

企業や団体の消費者関連部門の責任者・担当者で構成する組識として、1980年の設立以来、企業の消費者
志向経営の推進、消費者対応力の向上、消費者、行政、企業相互の信頼の構築に向けて、各種研修、調査、
消費者啓発活動、交流活動等を行っています。英文表記の the Association of Consumer Affairs
Professionals の頭文字をとり、ACAP（エイキャップ）の名前で親しまれています。
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第４１回２０２５年ＡＣＡＰ消費者問題に関する「わたしの提言」 

応募票 

テーマ 

＊○をしてください 

１．これからの消費者教育 

２．SNS時代の消費者トラブルをなくすためにできること 

３．デジタル時代の情報リテラシー向上策について 

４．待ったなし！今やるべき SDGs 

５．明日の地球を救うため、消費者にできること グリーン志向消費  

～どのグリーンにする?～（令和 7年度消費者月間統一テーマ） 

６．消費生活に関する自由課題（テーマ自由） 

氏 名 

（ふりがな） 年 齢 

  

住 所 
〒 

 

電話番号 

（携帯電話可） 

 

職業 

＊○をしてください 

・学生   ・会社員   ・パート、アルバイト   ・公務員   ・教員 

・団体職員   ・自営業   ・家事従事者   ・無職    

・その他（                                        ） 

所属 

（会社名、学校名等） 

 

募集を知ったきっかけ 

＊○をしてください 

・学校   ・ＡＣＡＰホームページ  ・新聞   ・消費生活センター 

・職場   ・公募ガイド   ・登竜門 

・その他（                                        ） 

 

［個人情報の取り扱いについて］ 

・応募者の個人情報は、第三者へ提供することは一切ありません。各賞の選考、入賞等の通知、各賞の

送付等、「わたしの提言」の運営に必要な範囲内でのみ使用いたします。ただし、入賞作品について

は、作品や作品の要旨、受賞者の写真などとともに、氏名・職業または所属等をＡＣＡＰホームページ等

に掲載します。また、報道機関を含めた関係者へも提供いたします。 

・表彰式で撮影した画像や投影した動画等は ACAPホームページ等に掲載するほか、報道機関を含めた

関係者へも提供いたします。 

・プライバシーポリシー https://www.acap.or.jp/privacy 

 

［その他］ 

・ＡＣＡＰホームページ等に全文を掲載する場合、誤字・脱字、用字用語等について ACAPで修正させてい

ただく場合があります。あらかじめご了承ください。 

・応募作品の著作権は二次使用を含めて、ACAPに帰属するものといたします。 

・応募作品の内容については本人の責任といたします。応募作品について応募者と第三者との間に著作

権侵害などの争いが生じても、ACAPでは責任を負いません。 

・応募作品は返却いたしません。 

https://www.acap.or.jp/privacy

